
24316．特定行為に係る看護師の研修制度

　超高齢社会において，効率的かつ質の高い医
療提供体制および地域包括ケアシステムの構築
に向け，看護職員の確保と資質の向上を図るこ
とは極めて重要である．
　｢特定行為に係る看護師の研修制度｣（以下，
特定行為研修制度）は，団塊の世代が 75 歳以
上となる 2025 年に向け，さらなる在宅医療な
どの推進を図っていくために，個別に熟練した
看護師のみでは足りないことから，医師または
歯科医師の判断を待たずに，あらかじめ示され
た医師の指示（手順書）により，一定の診療の
補助（特定行為）を行う看護師を養成，確保す
ることを目的として 2015 年に創設された制度
である．
　特定行為研修制度で規定される特定行為研修
は，看護師の疾患や治療についての知識を深
め，患者の病状やその変化を包括的かつ的確に
アセスメントする能力，治療を理解した上で手
順書を用いて安全に医療を提供するための能力
や，特定行為を実施するための技術を修得する
内容となっている．このことから，特定行為研
修を修了した看護師（以下，修了者）には，特
定行為も含めた質の高い医療をタイムリーに提
供する役割が期待されている．特定行為研修制
度は，看護職員の資質の向上を図るための方策
であると同時に，チーム医療の推進，医療安全
の確保にも資するものであり，国民のニーズに
適った医療提供体制の構築に繋がるものである．

１．特定行為研修制度創設の経緯

　特定行為研修制度の創設の契機は，2009 年の
第 12 回経済財政諮問会議で，どの範囲の業務を，
どういう条件であれば安全に看護師が実施でき
──────────
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るかを具体的に検討するようにと指示が出され
たことである．これを受け，厚生労働省「チー
ム医療の推進に関する検討会」において検討が
行われ，そのとりまとめ「チーム医療の推進に
ついて」１）において，「特定看護師 ( 仮称 ) 制度
の創設」 等が提言された．
　その後， 厚生労働省「チーム医療推進会議」

（2010 ～ 2013 年），および「チーム医療推進の
ための看護業務検討ワーキンググループ」（2010
～ 2013 年）において，制度案の検討が重ねられた．
2013 年 3 月には「特定行為に係る看護師の研修
制度案」が盛り込まれた「チーム医療推進会議
報告書」２）が取りまとめられ，同年 11 月に社
会保障審議会医療部会にて了承された．
　これらの検討を経て，2014 年 6 月の通常国
会にて保健師助産師看護師法の改正を盛り込ん
だ「地域における医療及び介護の総合的な確保
を推進するための関係法律の整備等に関する法
律」が成立し，特定行為研修制度が創設され，
2015 年 10 月 1 日に施行された． 

２．特定行為研修制度の概要

(1) 特定行為研修制度についての規定
　特定行為研修制度については，保健師助産師
看護師法第 37 条の 2（以下，法）において，「特
定行為を手順書により行う看護師は，指定研修
機関において，当該特定行為の特定行為区分に
係る特定行為研修を受けなければならない」と
されており，医師または歯科医師の判断を待た
ず， 手順書により特定行為を行う看護師に対し，
特定行為研修の受講が義務づけられている．
　また，「特定行為」については，法において，「診
療の補助であって，看護師が手順書により行う
場合には，実践的な理解力，思考力および判断
力並びに高度かつ専門的な知識および技能が特
に必要とされるものとして厚生労働省令で定め
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るもの」と定義されており，保健師助産師看護
師法第 37 条の 2 第 2 項第 1 号に規定する特定
行為及び同項第 4 号に規定する特定行為研修に
関する省令３）（以下，省令）において行為が定
められている．「特定行為」は看護師が患者の
病態を確認する内容の類似性や，行為が実施さ
れる医療現場のニーズなどを考慮し，「特定行
為区分」に分類されており，現在「特定行為区分」
は 21 区分，「特定行為」は 38 行為である（表１）．
　また，｢手順書｣ は， 法において，「医師また
は歯科医師が看護師に診療の補助を行わせるた
めにその指示として厚生労働省令で定めるとこ
ろにより作成する文書または電磁的記録」と定
められており，特定行為の対象となる患者や患
者の症状の範囲など，6 項目の内容を含める医
師の指示の一つの形態である（図１）．
　なお， 特定行為の実施に当たっては，特定行
為以外の医行為と同様に，医師または歯科医師
が患者の病状や看護師の能力を勘案して，医師
または歯科医師が医行為を直接実施するか，ど
のような指示により看護師に診療の補助を行わ

せるかの判断を行う旨が「保健師助産師看護師
法第三十七条の二第二項第一号に規定する特定
行為及び同項第四号に規定する特定行為研修に
関する省令の施行等について」４）（以下，通知）
において定められている．

(2) 特定行為研修の内容
　特定行為研修は，法において，「看護師が手
順書により特定行為を行う場合に特に必要とさ
れる実践的な理解力，思考力及び判断力並びに
高度かつ専門的な知識及び技能の向上を図るた
めの研修であって，特定行為区分ごとに特定行
為研修の基準に適合するものであること」と定
められている．
　特定行為研修の内容は，特定行為を行う場合
に特に必要とされる実践的な理解力，思考力及
び判断力並びに高度かつ専門的な知識及び技能
であって，すべての特定行為区分に共通する「共
通科目」と，特定行為区分ごとに異なる 「区分
別科目」に分かれている．共通科目は，「臨床
病態生理学」，「臨床推論」，「フィジカルアセス

表１　特定行為及び特定行為区分（38行為 21区分）
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メント」，「臨床薬理学」，「疾病・臨床病態概論」，
「医療安全学」，「特定行為実践」の 7 科目から
成り，計 250 時間を受講する必要がある．区分
別科目の研修時間は各区分 8 ～ 34 時間であり，
仮に全 21 区分を受講する場合には計 335 時間
となる．これらに加え，各行為において，行為
の難易度に応じて 5 例～ 10 例程度の症例の実

習を行う．
　なお，領域別パッケージ
研修の領域は，現在「在宅・
慢性期領域」，「外科術後病
棟管理領域」，「術中麻酔管
理領域」，「救急領域」，「外
科基本領域」，「集中治療領
域」の 6 領域があり，これ
らの領域に関連する現場に
おいて活用に資すると検討
された特定行為で構成され
ている．
　また，特定行為研修は特
定行為区分ごとに受講する
仕組みとなっており，各区
分別科目に含まれるすべて
の特定行為について研修を
受ける必要があるが，実施
頻度の高い特定行為を組み
合わせて研修することでよ
り現場で活用しやすく，現
場の看護師が受講しやすく
なることから，平成 31 年に，
特定行為研修に関する省令
の一部が改正され，各区分
別科目の中に含まれる特定
行為の一部の研修を免除し
て受講することができる ｢
領域別パッケージ研修｣ の
実施が可能となった．｢領
域別パッケージ研修｣ は，
各領域において一般的な患
者の状態を想定し，特定の
領域において実施頻度が高
い特定行為をまとめた研修

である（表２）．
　そのため，領域別パッケージ研修を受講する
場合に限り，免除される特定行為の研修時間が
短縮され，効率的に受講することが可能であり，
就業しながら受講する看護師が増加することが
期待される．
　最も多く研修が実施されている特定行為区分

図１　手順書の例（居宅・特別支援学校等における気管カニューレの交換）
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は，令和 3 年 8 月時点において，脱水症状に対
する輸液による補正などを行う「栄養及び水分
管理に係る薬剤投与関連」であり，次いで，人
工呼吸器の設定や調整を行う「呼吸器（人工呼
吸器に係るもの）関連」，「動脈血液ガス分析関
連」が多く実施されている．また，領域別パッ
ケージ研修は，「術中麻酔管理領域」が最も多く，
次いで「在宅・慢性期領域」，「外科術後病棟管
理領域」である． 

（3）指定研修機関や修了者の現状
　特定行為を手順書により行おうとする看護師
は，「指定研修機関」において，特定行為研修
を受けなければならないとされており，「指定
研修機関」は，「一または二以上の特定行為区
分に係る特定行為研修を行う学校，病院または
その他のものであって，厚生労働大臣が指定す
るものをいう」と法で定められている．研修機
関の申請には，医療ニーズや地域特性などを踏

まえ，研修を実施する特定行為区分の研修内容
や必要な施設及び設備などを含む研修計画など
を含む申請書を提出し，医道審議会保健師助産
師看護師分科会特定行為研修部会における審議
を経て，厚生労働大臣により指定研修機関とし
て指定される必要がある．なお，指定研修機関
として指定された後，例えば，3 次救急の指定
を受けている病院が，救急領域に関する特定行
為区分を研修の内容に追加するなど，医療ニー
ズや地域特性などに併せて特定行為区分を追加
申請し，段階的に研修体制を充実させている指
定研修機関が多い．
　特定行為研修を実施する指定研修機関は 2021
年 8 月時点で，全国 46 都道府県に 289 カ所で
ある．指定研修機関の属性としては，病院，大
学及び大学院，団体等様々であり，病院が最も
多く 228 カ所（79%），次いで大学及び大学院が
42 カ所（14.5%），医療関係団体などが 18 カ所

（6.2%）である．

表２　領域別パッケージ　一覧

※区分別科目の時間数に実習時間は含めず、経験すべき実習の症例数は、行為の難度に応じて 5 例又は 10 例程度。
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なお，指定研修機関と連携することで研修を実
施することが可能である「協力施設」は令和 3
年 8 月時点で約 1,300 カ所であり，より多くの
場所で研修を受講することが可能である．
　修了者数は，令和 3 年 9 月時点で 4,393 名と
なり，令和 2 年度からは約 1,000 人増加し，年々
増加している．修了者の就業場所は，令和 3 月
7 月時点で 70.4% が病院・診療所，次いで訪問
看護ステーション（4.5%），介護福祉施設（1.0%）
であり，病院以外の場所においても修了者が活
躍している．

３．制度推進に向けて

（1）制度推進に向けた支援
　特定行為研修制度を推進するためには，指定
研修機関の運営を支援し，修了者を増やす必要
があり，国や都道府県において様々な支援を実
施している．
　国の予算事業においては，指定研修機関や，
これから指定を受けることとなる施設に対し，
カリキュラム作成やシミュレーターの購入など
に係る経費，運営経費，指導者に係る経費，実
習施設への謝金などに対する経費補助などの財
政支援を行っている．なお，就業中の看護師本
人だけではなく，就業先の機関の管理者におい
ても，就業を継続しながら受講したいという
ニーズは高く，職場を離れずに，可能な限り身
近な機関で受講できる体制を整備することが重
要であることから，当初よりｅラーニング導入
のための経費を補助している．
　そのほか，特定行為研修の指導者は，「臨床
研修指導医または臨床研修指導歯科医と同等以
上の経験を有すること」，「特定行為研修に必要
な指導方法などに関する講習会を受講している
ことが望ましい」４）としているため，国では指
定研修機関においてより多くの指導者が確保さ
れるよう，指導者講習会を実施している．
　また，指定研修機関になることを検討してい
る機関には医療関係団体などの傘下にある病院
等も多い．そのため，団体などのネットワーク
を活用し，傘下施設が効率的かつ円滑に指定研
修機関の指定が受けられるよう，事務の一部を

団体の本部などに委託し研修実施に係る業務を
運営できることとしている．
　さらに，各地域の実情を踏まえ，特定行為研
修を各地域にいながらにして受講できるよう， 
都道府県の医療計画において指定研修機関及び
実習を行う協力施設の確保等，研修体制の整備
に関する内容を可能な限り具体的に記載するよ
う国から示している．これを受け，各都道府県
で，地域医療構想や医師不足の状況などを踏ま
え，指定研修機関の整備や特定行為研修修了者
の育成について検討を進めている．例えば，令
和 2 年度においては，地域医療介護総合確保基
金等の財源により，看護師の特定行為研修制度
推進に係る事業が 40 都道府県で実施されてい
る．その事業内容としては，特定行為研修受講
のために職場を離れている間の代替職員雇用に
係る受講者の所属施設に対する補助などがある．
また，看護師が研修の受講を検討する上で重要
な要素である受講費用については，一部を支給
する仕組みがある．例えば，一定の要件を満た
す雇用保険の被保険者等が，厚生労働大臣が指
定する講座を修了した場合に，受講費用の一部
を支給する「教育訓練給付制度」を費用軽減と
して利用する受講者もいる．
　そのほか，事業主等が雇用する労働者に対し
て職業訓練等（特定行為研修含む）を計画に沿っ
て実施した場合に，受講に係る経費や受講期間
中の賃金の一部等を事業主等に対して助成する

「人材開発支援助成金」が設けられている．

（2）チーム医療における特定行為研修修了者
　2025 年に向け，医療ニーズが急増する状況に
おいて看護職への期待はますます高まっている．
とりわけチーム医療のキーパーソンとして患者
や医師，その他の医療スタッフから看護職に寄
せられる期待は大きい．
　新たな医療の在り方を踏まえた医師 · 看護師
等の働き方ビジョン検討会５）においては，チー
ム医療の推進における看護職の役割について，

「他の医療スタッフと十分な連携を図るなど，
安全性の確保に十分に留意しつつ，一人一人の
看護師の能力や経験の差，行為の難易度などに
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応じ， ①看護師が自律的に判断できる機会を拡
大するとともに，②看護師が実施し得る行為の
範囲を拡大するとの方針により，その能力を最
大限に発揮できるような環境を用意する必要が
ある」と提言されている．
　また，医師の働き方改革を進めるためのタス
ク・シフト／シェアの推進に関する検討会６）に
おいても，「特定行為研修を修了した看護師へ
のタスク・シフト／シェアの効果は非常に大き
く，今回の検討の核となる部分であるという意
見も出されたように，看護師がより高度かつ専
門的な技能を身につけることが医師の労働時間
短縮にも非常に大きな役割を果たす可能性があ
ることを広く周知し，特定行為研修のパッケー
ジを活用する等して，一層の特定行為研修の推
進を進めなければならない」と述べられており，
看護職，特に修了者が医師の働き方改革の推進
に資する存在として期待されている．
　なお，令和 2 年に実施した修了者を対象とし
たアンケート調査７）においては，研修受講と実
践を通じて修了者自身が感じた変化として，「判
断に必要な情報を修了者が整理し報告するこ
と等で医師の診療がスムーズになった」，「処置
が患者に提供されるまでの時間が短縮された」，

「業務が効率的になった」などの意見が挙げら
れており，チーム医療における効率的な医療の
提供が可能となっていると考えられる．これら
の効果を踏まえると，特定行為研修修了者の活
動は，医師から看護師へのタスク・シフトにと
どまらず，医師との連携・業務の効率化により
質の高い医療・看護を提供できる可能性がある
ことが示唆される．さらに，「他の看護師に対
するコンサルテーション等，修了者が指導的立
場を取ることで，看護職員の知識が向上した」
といった意見もあり，周囲の看護職員への波及
効果があることが示唆されている．

おわりに

　今後，病院などの医療機関だけでなく，在宅
領域等含めた様々な場で活躍するチーム医療の
キーパーソンである看護師が，特定行為研修で
学んだ技術と知識を活用し，手順書によりタイ

ムリーに特定行為を実施しながら，質の高い医
療を安全に提供するなどして患者の療養生活を
支援し，看護職としての専門性を発揮していけ
るよう，特定行為に係る看護師の研修制度を推
進していきたい．
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